
〈注意事項〉ご利用に当たっては、リース先はリース物件の補助対象機器の基準適合確認資料を添付したエコリース促進事業利用申込書を
 指定リース事業者に提出する必要があります。また、指定リース会社による所定の審査が必要です。
※従来の補助率3%についても引き続き受け付けております。　※事業の正式名称は家庭・事業者向けエコリース促進事業となります。



〈
北
海
道・東
北
〉

株式会社札幌北洋リース 〈
中
部
〉　

しんきん総合リース株式会社
中道リース株式会社 株式会社しんきんリース
北海道リース株式会社 鈴与株式会社
いわぎんリース・データ株式会社 スルガ・キャピタル株式会社
きたぎんリース ･システム株式会社 株式会社セディナオートリース
きらやかリース株式会社 大協リース株式会社
グランド山形リース株式会社 第四リース株式会社
株式会社しぐまリース 富山リース株式会社
七十七リース株式会社 中日本バンリース株式会社
株式会社大東リース 株式会社名古屋リース
とうぎん総合リース株式会社 八十二リース株式会社
東邦リース株式会社 株式会社福銀リース
株式会社ふくぎんリース へきしんリース株式会社

〈
関
東
〉

IBJL 東芝リース株式会社 北越リース株式会社
青信リース株式会社 北銀リース株式会社
株式会社アマダリース 北国総合リース株式会社
アルプスファイナンスサービス株式会社 三谷リース株式会社
ＮＥＣキャピタルソリューション株式会社 山梨中銀リース株式会社
エヌディーリース・システム株式会社 〈

近
畿
〉

尼信リース株式会社
ＮＴＴファイナンス株式会社 関西アーバン銀リース株式会社
エム・エイチ・アイファイナンス株式会社 株式会社関電Ｌ＆Ａ
オリックス株式会社 京銀リース・キャピタル株式会社
ぐんぎんリース株式会社 紀陽リース・キャピタル株式会社
興銀リース株式会社 近畿総合リース株式会社
コマツビジネスサポート株式会社 しがぎんリース・キャピタル株式会社
ＪＡ三井リース株式会社 滋賀コープサービス株式会社
ジャックスカーリース株式会社 シャープファイナンス株式会社
首都圏リース株式会社 神鋼リース株式会社
商工中金リース株式会社 但銀リース株式会社
株式会社常陽リース 中信総合リース株式会社
昭和リース株式会社 デイー・エフ・エル・リース株式会社
しんきんリース株式会社 南都リース株式会社
ちばぎんリース株式会社 日新リース株式会社
TIS リース株式会社 ばんしんリース株式会社
東京センチュリーリース株式会社 三重リース株式会社
東銀リース株式会社 株式会社エネルギア・ソリューション・アンド・サービス〈

中
国・四
国
〉

株式会社とちぎんリーシング 山陰総合リース株式会社
とみんリース株式会社 中国企業株式会社
ニッセイ・リース株式会社 トマトリース株式会社
日通商事株式会社 とりぎんリース株式会社
日本GE株式会社 ひろぎんリース株式会社
日本電子計算機株式会社 松江リース株式会社
株式会社日本包装リース 阿波銀リース株式会社
浜銀ファイナンス株式会社 いよぎんリース株式会社
日立キャピタル株式会社 オーシャンリース株式会社
日立建機リーシング株式会社 四銀総合リース株式会社
ぶぎん総合リース株式会社 トモニリース株式会社
芙蓉総合リース株式会社 百十四リース株式会社
三井住友トラスト・パナソニックファイナンス株式会社 〈

九
州・沖
縄
〉

株式会社イデックスリース
三井住友ファイナンス＆リース株式会社 大分リース株式会社
三井ホームリンケージ株式会社 九州自動車リース株式会社
三菱電機クレジット株式会社 株式会社九州リースサービス
三菱ＵＦＪリース株式会社 株式会社キューデン・エコソル
リコーリース株式会社 ジェイアール九州フィナンシャルマネジメント株式会社

〈
中
部
〉

株式会社エヌディエスリース 総合メディカル株式会社
おかしんリース株式会社 株式会社西日本総合リース
蒲信リース株式会社 福銀リース株式会社
共友リース株式会社 宮銀リース株式会社
株式会社高志インテック 株式会社おきぎんリース
静銀リース株式会社 海銀リース株式会社
十六リース株式会社

〈全121社〉
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エコリース促進事業がご利用できる指定リース会社の一覧（平成24年4月1日現在）


